
○ また、国の内示等に伴う公共事業や放射光施設の整備に対する助成、地域医療介護総合

確保基金の造成費とこれを財源とする各種事業など、当初予算編成後に具体化した施策に

係る経費を予算化

○ このほか、障害者支援施設の建替や仙台南部地区における特別支援学校の整備等に要す

る経費を予算化

平成３０年度９月補正予算（第１号）案の概要

Ⅰ　予算編成の考え方

○ 今回の補正予算は、東日本大震災からの復旧・復興経費として、沿岸部の復興関連道路

の整備や海水浴場の砂浜再生、東日本大震災復興交付金の第２１回申請に係る交付可能額

の基金積立に係る経費などを予算化

Ⅱ　予算規模

（単位：百万円，％）

区　　分
平成２９年度
９月現計予算額

 A

平成３０年度予算額 対前年度比較
(B/A)×100当初予算額 今回補正額 補正後予算額 B

一 般 会 計 1,235,619 1,120,610 5,187 1,125,798 91.1

うち 震災対応分 386,289 289,354 2,022 291,376 75.4

特 別 会 計 236,893 448,227 96 448,323 189.3

うち 震災対応分 1,955 2,411 2,411 123.3

準公営 企業会計 17,835 15,843 15,843 88.8

うち 震災対応分 1,429 722 722 50.6

公 営 企 業 会 計 28,075 26,914 26,914 95.9

うち 震災対応分 118 87 87 73.2

計（総会計） 1,518,422 1,611,595 5,283 1,616,878 106.5

うち 震災対応分 389,791 292,574 2,022 294,596 75.6

※四捨五入のため積上げと計が一致しない箇所がある

（参考）

　平成２２年度以降の震災対応予算の累計は、５兆９，８３２億円（総会計）

※平成２２年度から平成２９年度は最終予算額、平成３０年度は９月補正（第１号）後現計の累計

平成３０年９月

宮 城 県
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Ⅲ 主な事業 
（単位：千円,［  ］は債務負担行為） 

１ 東日本大震災関連 

・東日本大震災復興交付金基金造成費 ２２６,１２３ （既決:6,895）財政課

復興地域づくりに必要な事業費等の積立

（新規）・ホタテ小型貝育成支援緊急対策費（震災復興基金） ２０,０００ 水産業基盤整備課 

へい死リスクの低いホタテ小型貝養殖の導入への助成 

・復興関連道路整備費 ２９５,４５４ （既決 22,314,326）道路課

主要地方道女川牡鹿線の整備、道路案内標識の整備等

・海岸保全復興費 ２４９,７７１［３７３,０００］ （既決 1,184,580）河川課

御伊勢浜海水浴場の砂浜再生、津波避難表示板の設置

（新規）・震災アーカイブ構築費 １７,０００ 防災砂防課 

公共土木施設震災アーカイブの構築に向けた検討 

・都市公園事業費 ２３,２３０ （既決 793,707）都市計画課

石巻南浜津波復興祈念公園伝承施設における展示物の検討

２ その他 

（新規）・大和リサーチパーク北工業用地整備費 ［９１０,０００］ 震災復興・企画総務課 

県土地開発公社が行う造成工事等の事業資金借入に係る債務保証 

・地域医療介護総合確保基金造成費 ４１５,２５７ （既決 1,211,710）医療政策課

在宅医療の提供に向けた体制整備や人材確保等に必要な事業を実施するための基金造成

・在宅医療提供体制整備費 ２２０,６６４ （既決 23,683）医療政策課

在宅患者の入院受入体制整備等に対する助成

（新規）・受動喫煙防止対策推進費 ３,５００ 健康推進課 

受動喫煙防止対策の推進に向けた周知・広報等 
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・障害者支援施設整備費 ４４,９２２［３,４００,０００］ （既決 180,282）障害福祉課

船形コロニーの建替

（新規）・ものづくり産業起業家等育成支援費 ３,３５０ 新産業振興課 

ベンチャー企業等への助成 

（拡充）・放射光施設設置推進費 ５４０,０００［２,４６０,０００］ （既決 3,178）新産業振興課 

放射光施設整備のための土地造成等への助成 

（新規）・観光振興財源検討費 ４,０００ 観光課 

観光振興財源検討会議の開催等 

・県立学校施設整備費 １４３［２１１,０００］ （既決:5,795,621）施設整備課

仙台南部地区における特別支援学校の整備

（新規）・平成３０年７月豪雨被災地への応援職員等派遣費 ２０,４６２ 危機対策課ほか 

被災地への応援職員等の派遣 
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１　９月補正予算（第１号）と前年度比較 （単位:千円,％）

平 成 ２ ９ 年 度 増  減 比  較

９月現計予算額 現 計 予 算 額 ９月補正額(第１号)

Ａ Ｂ Ｃ （Ｄ－Ａ） （Ｄ／Ａ）

 一  般  会  計 イ 1,235,618,839 1,120,610,236 5,187,297 △ 109,821,306 91.1 

　う ち　震災対応分 386,288,538 289,354,349 2,021,946 △ 94,912,243 75.4 

　う ち　通　 常　 分 849,330,301 831,255,887 3,165,351 △ 14,909,063 98.2 

 特  別  会  計 ロ 236,892,681 448,227,070 95,507 211,429,896 189.3 

　う ち　震災対応分 1,955,005 2,410,787 455,782 123.3

　う ち　通　 常　 分 234,937,676 445,816,283 95,507 210,974,114 189.8 

 合  計（イ＋ロ）ハ 1,472,511,520 1,568,837,306 5,282,804 101,608,590 106.9 

　う ち　震災対応分 388,243,543 291,765,136 2,021,946 △ 94,456,461 75.7 

　う ち　通　 常　 分 1,084,267,977 1,277,072,170 3,260,858 196,065,051 118.1 

 純  計 ニ 1,360,906,781 1,442,750,766 5,277,950 87,121,935 106.4 

　う ち　震災対応分 386,861,275 290,341,099 2,021,946 △ 94,498,230 75.6 

　う ち　通　 常　 分 974,045,506 1,152,409,667 3,256,004 181,620,165 118.6 

 準 公 営 企 業 会 計 ホ 17,835,193 15,843,275 △ 1,991,918 88.8 

　う ち　震災対応分 1,428,895 722,344 △ 706,551 50.6 

　う ち　通　 常　 分 16,406,298 15,120,931 △ 1,285,367 92.2 

 公 営 企 業 会 計   へ 28,075,125 26,914,474 △ 1,160,651 95.9 

　う ち　震災対応分 118,433 86,675 △ 31,758 73.2 

　う ち　通　 常　 分 27,956,692 26,827,799 △ 1,128,893 96.0 

 総  計（ハ+ホ+ヘ）ト 1,518,421,838 1,611,595,055 5,282,804 98,456,021 106.5 

　う ち　震災対応分 389,790,871 292,574,155 2,021,946 △ 95,194,770 75.6 

　う ち　通　 常　 分 1,128,630,967 1,319,020,900 3,260,858 193,650,791 117.2 

 純  計（ニ+ホ+ヘ）チ 1,406,817,099 1,485,508,515 5,277,950 83,969,366 106.0 

　う ち　震災対応分 388,408,603 291,150,118 2,021,946 △ 95,236,539 75.5 

　う ち　通　 常　 分 1,018,408,496 1,194,358,397 3,256,004 179,205,905 117.6 

２　９月補正予算（第１号）の財源内訳（総会計） （単位:千円）

平 成 ３ ０ 年 度 ９ 月 補 正 額 計

現 計 予 算 額 （ 第 １ 号 ）

Ａ Ｂ （Ａ＋Ｂ）

688,963,638

1,616,877,859

1,490,786,465

168,125,747

160,885,214

576,427

211,641,203

6,481,361

277,295,558

2,345,914

72,658,032

27,896,876

7,889

1,485,508,515

1,203,401

1,412

101,120

203,599

918,600

1,856,457

998,215

5,282,804

5,277,950

（ 企 業 会 計 ）

一 般 財 源

計

純 計

276,092,157

2,344,502

72,556,912

27,896,876

1,611,595,055

687,965,423

6,481,361

209,784,746

576,427

159,966,614

167,922,148

7,889

諸 収 入

県 債

繰 越 金

繰 入 金

内 部 留 保 資 金等

国 庫 支 出 金

財 産 収 入

分担金及び負担金

使用料及び手数料

寄 附 金

292,363,045

1,448,028,716

722,344

15,843,275

86,675

26,914,474

平成３０年度　会計別財政規模とその財源

平 成　　３０　　年 度

会 計 区 分

1,280,333,028

計

（Ｂ＋Ｃ） Ｄ

1,125,797,533

445,911,790

普

通

会

計

2,410,787

448,322,577

834,421,238

291,376,295

293,787,082

1,574,120,110

区  分

1,155,665,671

15,120,931

26,827,799

1,197,614,401

1,322,281,758

備  考

294,596,101

1,616,877,859

293,172,064

1,490,786,465

　（ ９ 月 補 正 （第１号）分 ）

76,431

921,584

200

998,215

　（ 現 計 予 算 分 ）

291,600,000

90,517,000

35,952,000

836,000

201,400,000

462,000

14,100

3,284,548

61,102

652,479

10,000

14,816,266

1

4,138,127

44,221,800

687,965,423

国 庫 支 出 金

交通安全対策特別交付金

〔 一 般 財 源 内 訳 〕

使 用 料 及 び 手 数 料

地 方 交 付 税

繰 入 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

諸 収 入

県 債

繰 入 金

繰 越 金

財 産 収 入

寄 附 金

計

分 担 金 及 び 負 担 金

地 方 譲 与 税

地 方 消 費 税 清 算 金

地 方 交 付 税

県 税

計
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             （単位:千円,％）

９月現計額 構成比 現計予算額 ９月補正額 計 構成比 Ｂ／Ａ

Ａ （ 第 １ 号 ） Ｂ  

  

県 税 305,400,000 24.7 291,600,000 291,600,000 25.9 95.5

地 方 消 費 税   

清 算 金 77,330,000 6.3 90,517,000 90,517,000 8.0 117.1

  

地 方 譲 与 税 38,333,000 3.1 35,952,000 35,952,000 3.2 93.8

  

地方特例交付金 719,648 0.1 836,000 76,431 912,431 0.1 126.8

  

地 方 交 付 税 237,300,273 19.2 201,400,000 921,584 202,321,584 18.0 85.3

交 通 安 全 対 策  

特 別 交 付 金 473,000 0.0 462,000 462,000 0.0 97.7

分 担 金 及 び   

負 担 金 8,031,210 0.6 6,408,192 101,120 6,509,312 0.6 81.1

使 用 料 及 び  

手 数 料 13,904,540 1.1 13,669,375 13,669,375 1.2 98.3

  

国 庫 支 出 金 247,588,233 20.1 218,992,960 1,193,532 220,186,492 19.6 88.9

  

財 産 収 入 1,314,055 0.1 1,450,227 1,412 1,451,639 0.1 110.5

  

寄 附 金 10,400 0.0 17,889 17,889 0.0 172.0

  

繰 入 金 104,131,326 8.4 67,524,808 1,856,657 69,381,465 6.2 66.6

 

繰 越 金 1 0.0 1 1 0.0 100.0

  

諸 収 入 107,871,570 8.7 103,349,084 117,961 103,467,045 9.2 95.9

  

県 債 93,211,583 7.5 88,430,700 918,600 89,349,300 7.9 95.9

  

  

歳 入 合 計 1,235,618,839 100.0 1,120,610,236 5,187,297 1,125,797,533 100.0 91.1

※構成比については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

項       目

平成２９年度 平   成　　３０　　年   度

平 成 ３０ 年 度　歳 入 款 別 一 覧 表 （ 一 般 会 計 ） 
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（単位:千円,％）

９月現計額 構成比 現計予算額 ９月補正額 計 構成比 Ｂ／Ａ

Ａ （ 第 １ 号 ） Ｂ

216,087,312 17.5 215,757,051 557 215,757,608 19.2 99.8

38,941,966 3.2 37,907,672 71,867 37,979,539 3.4 97.5

6,289,652 0.5 6,099,372 18,400 6,117,772 0.5 97.3

40,699,516 3.3 41,219,999 41,219,999 3.7 101.3

98,243,164 8.0 91,351,002 91,351,002 8.1 93.0

14,433,506 1.2 9,235,338 641,380 9,876,718 0.9 68.4

1,999,231 0.2 1,828,476 1,828,476 0.2 91.5

321,892,756 26.1 281,730,859 419,085 282,149,944 25.1 87.7

738,587,103 59.8 685,129,769 1,151,289 686,281,058 61.0 92.9

252,220,115 20.4 198,160,204 4,025,508 202,185,712 18.0 80.2

173,103,532 14.0 131,956,695 2,521,877 134,478,572 11.9 77.7

 公  共 144,410,929 11.7 109,899,706 2,469,677 112,369,383 10.0 77.8

 そ の 他 28,692,603 2.3 22,056,989 52,200 22,109,189 2.0 77.1

        単 独 事 業 46,816,241 3.8 38,911,146 617,403 39,528,549 3.5 84.4

 公  共 13,048,244 1.1 11,646,490 11,646,490 1.0 89.3

 そ の 他 33,767,997 2.7 27,264,656 617,403 27,882,059 2.5 82.6

2,796,360 0.2 4,533,512 75,364 4,608,876 0.4 164.8

29,503,982 2.4 22,758,851 810,864 23,569,715 2.1 79.9

128,380,683 10.4 107,751,350 10,500 107,761,850 9.6 83.9

117,692,021 9.5 101,634,825 101,634,825 9.0 86.4

8,644,378 0.7 4,516,076 4,516,076 0.4 52.2

600,000 0.0 250,000 10,500 260,500 0.0 43.4

1,444,284 0.1 1,350,449 1,350,449 0.1 93.5

380,600,798 30.8 305,911,554 4,036,008 309,947,562 27.5 81.4

110,003,574 8.9 112,492,771 112,492,771 10.0 102.3

5,427,364 0.4 16,276,142 16,276,142 1.4 299.9

1,000,000 0.1 800,000 800,000 0.1 80.0

1,235,618,839 100.0 1,120,610,236 5,187,297 1,125,797,533 100.0 91.1

※構成比については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

平成２９年度 平  成　　３０　　年  度

平 成 ３０ 年 度　性 質 別 歳 出 一 覧 表 （ 一 般 会 計 ） 

項  目

 1  人  件  費

 2  物  件  費

 3  維 持 補 修 費

 4  扶  助  費

単 独 事 業

 5  貸  付  金

 6  積  立  金

 7  出  資  金

 8  補  助  費  等

補 助 事 業

 小 計 （1～8）

 9  普通建設事業費

単 独 事 業

受 託 事 業

国直轄事業

補 助 事 業

受 託 事 業

国直轄事業

10  災害復旧事業費

補 助 事 業

単 独 事 業

11  失業対策事業費

 小 計（9～11）

12  公  債  費

13  繰  出  金

歳  出  合  計

14  予  備  費

- 7 -



             （単位:千円,％）

９月現計額 構成比 現計予算額 ９月補正額 計 構成比 Ｂ／Ａ

Ａ （ 第 １ 号 ） Ｂ  

県 税 305,400,000 22.4 291,600,000 291,600,000 20.1 95.5

地 方 消 費 税   

清 算 金 77,330,000 5.7 90,517,000 90,517,000 6.3 117.1

  

地 方 譲 与 税 38,333,000 2.8 35,952,000 35,952,000 2.5 93.8

  

地方特例交付金 719,648 0.1 836,000 76,431 912,431 0.1 126.8

  

地 方 交 付 税 237,300,273 17.4 201,400,000 921,584 202,321,584 14.0 85.3

交 通 安 全 対 策  

特 別 交 付 金 473,000 0.0 462,000 462,000 0.0 97.7

分 担 金 及 び   

負 担 金 8,031,210 0.6 66,600,743 101,120 66,701,863 4.6 830.5

使 用 料 及 び  

手 数 料 13,915,846 1.0 13,680,698 13,680,698 0.9 98.3

  

国 庫 支 出 金 247,590,591 18.2 275,029,208 1,203,401 276,232,609 19.1 111.6

  

財 産 収 入 1,417,340 0.1 1,561,121 1,412 1,562,533 0.1 110.2

  

寄 附 金 10,400 0.0 17,889 17,889 0.0 172.0

  

繰 入 金 131,313,889 9.6 95,670,000 1,851,803 97,521,803 6.7 74.3

 

繰 越 金 859,647 0.1 576,428 576,428 0.0 67.1

  

諸 収 入 108,709,854 8.0 170,266,565 203,599 170,470,164 11.8 156.8

  

県 債 189,502,083 13.9 198,581,114 918,600 199,499,714 13.8 105.3

  

  

歳 入 合 計 1,360,906,781 100.0 1,442,750,766 5,277,950 1,448,028,716 100.0 106.4

※構成比については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

項       目

平成２９年度 平   成　　３０　　年   度

平 成 ３０ 年 度　歳 入 款 別 一 覧 表 （ 普 通 会 計 ･ 純 計 ） 
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（単位:千円,％）

９月現計額 構成比 現計予算額 ９月補正額 計 構成比 Ｂ／Ａ

Ａ （ 第 １ 号 ） Ｂ

216,089,127 15.9 215,759,254 557 215,759,811 14.9 99.8

39,302,082 2.9 38,254,707 73,654 38,328,361 2.6 97.5

6,289,652 0.5 6,099,372 18,400 6,117,772 0.4 97.3

40,699,516 3.0 41,219,999 41,219,999 2.8 101.3

100,862,919 7.4 92,555,334 92,555,334 6.4 91.8

14,436,630 1.1 9,749,181 641,380 10,390,561 0.7 72.0

1,999,231 0.1 1,828,476 1,828,476 0.1 91.5

322,925,107 23.7 476,698,219 507,951 477,206,170 33.0 147.8

742,604,264 54.6 882,164,542 1,241,942 883,406,484 61.0 119.0

251,426,359 18.5 197,265,690 4,025,508 201,291,198 13.9 80.1

172,250,078 12.7 130,996,081 2,521,877 133,517,958 9.2 77.5

 公  共 143,526,403 10.5 108,905,970 2,469,677 111,375,647 7.7 77.6

 そ の 他 28,723,675 2.1 22,090,111 52,200 22,142,311 1.5 77.1

        単 独 事 業 46,875,939 3.4 38,977,246 617,403 39,594,649 2.7 84.5

 公  共 13,048,244 1.0 11,646,490 11,646,490 0.8 89.3

 そ の 他 33,827,695 2.5 27,330,756 617,403 27,948,159 1.9 82.6

2,796,360 0.2 4,533,512 75,364 4,608,876 0.3 164.8

29,503,982 2.2 22,758,851 810,864 23,569,715 1.6 79.9

128,380,683 9.4 107,751,350 10,500 107,761,850 7.4 83.9

117,692,021 8.6 101,634,825 101,634,825 7.0 86.4

8,644,378 0.6 4,516,076 4,516,076 0.3 52.2

600,000 0.0 250,000 10,500 260,500 0.0 43.4

1,444,284 0.1 1,350,449 1,350,449 0.1 93.5

379,807,042 27.9 305,017,040 4,036,008 309,053,048 21.3 81.4

232,757,418 17.1 251,342,646 251,342,646 17.4 108.0

4,738,057 0.3 3,426,538 3,426,538 0.2 72.3

1,000,000 0.1 800,000 800,000 0.1 80.0

1,360,906,781 100.0 1,442,750,766 5,277,950 1,448,028,716 100.0 106.4

※構成比については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

14  予  備  費

国直轄事業

補 助 事 業

受 託 事 業

単 独 事 業

11  失業対策事業費

 小 計（9～11）

12  公  債  費

13  繰  出  金

歳  出  合  計

 7  出  資  金

 8  補  助  費  等

 小 計 （1～8）

 9  普通建設事業費

補 助 事 業

単 独 事 業

平成２９年度 平  成　　３０　　年  度

 6  積  立  金

 1  人  件  費

 2  物  件  費

 3  維 持 補 修 費

 4  扶  助  費

 5  貸  付  金

平 成 ３０ 年 度　性 質 別 歳 出 一 覧 表 （ 普 通 会 計 ・ 純 計 ） 

項  目

10  災害復旧事業費

補 助 事 業

単 独 事 業

受 託 事 業

国直轄事業
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（単位:千円,％）

９月現計額 構成比 現計予算額 ９月補正額 計 構成比 Ｂ／Ａ

Ａ （ 第 １ 号 ） Ｂ

県 税 305,400,000 21.7 291,600,000 291,600,000 19.6 95.5

地 方 消 費 税

清 算 金 77,330,000 5.5 90,517,000 90,517,000 6.1 117.1

地 方 譲 与 税 38,333,000 2.7 35,952,000 35,952,000 2.4 93.8

地方特例交付金 719,648 0.1 836,000 76,431 912,431 0.1 126.8

地 方 交 付 税 237,300,273 16.9 201,400,000 921,584 202,321,584 13.6 85.3

交 通 安 全 対 策

特 別 交 付 金 473,000 0.0 462,000 462,000 0.0 97.7

分 担 金 及 び

負 担 金 14,202,646 1.0 72,571,012 101,120 72,672,132 4.9 511.7

使 用 料 及 び

手 数 料 31,277,802 2.2 31,181,424 31,181,424 2.1 99.7

国 庫 支 出 金 249,038,363 17.7 276,153,259 1,203,401 277,356,660 18.6 111.4

財 産 収 入 1,856,789 0.1 1,997,981 1,412 1,999,393 0.1 107.7

寄 附 金 10,400 0.0 17,889 17,889 0.0 172.0

繰 入 金 136,390,896 9.7 99,513,472 1,851,803 101,365,275 6.8 74.3

繰 越 金 859,647 0.1 576,428 576,428 0.0 67.1

諸 収 入 110,761,407 7.9 172,060,275 203,599 172,263,874 11.6 155.5

県 債 195,908,483 13.9 204,188,414 918,600 205,107,014 13.8 104.7

内部留保資金等

（ 企 業 会 計 ） 6,954,745 0.5 6,481,361 6,481,361 0.4 93.2

歳 入 合 計 1,406,817,099 100.0 1,485,508,515 5,277,950 1,490,786,465 100.0 106.0

※構成比については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

項  目

平成２９年度 平  成　　３０　　年  度

平 成 ３０ 年 度　歳 入 款 別 一 覧 表 （ 総　会　計 ･ 純　計 ） 
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（単位:千円,％）

９月現計額 構成比 現計予算額 ９月補正額 計 構成比 Ｂ／Ａ

Ａ （ 第 １ 号 ） Ｂ  

216,894,556 15.5 216,570,251 557 216,570,808 14.6 99.9

46,220,609 3.3 45,513,735 73,654 45,587,389 3.1 98.6

7,159,100 0.5 7,013,483 18,400 7,031,883 0.5 98.2

40,699,516 2.9 41,219,999 41,219,999 2.8 101.3

100,862,919 7.2 92,555,334 92,555,334 6.2 91.8

14,436,630 1.0 9,749,181 641,380 10,390,561 0.7 72.0

1,999,231 0.1 1,828,476 1,828,476 0.1 91.5

325,377,386 23.3 479,363,502 507,951 479,871,453 32.4 147.5

753,649,947 53.9 893,813,961 1,241,942 895,055,903 60.4 118.8

262,617,934 18.8 207,184,763 4,025,508 211,210,271 14.2 80.4

174,868,599 12.5 133,404,442 2,521,877 135,926,319 9.2 77.7

 公    共 146,076,598 10.4 110,869,182 2,469,677 113,338,859 7.6 77.6

 そ の 他 28,792,001 2.1 22,535,260 52,200 22,587,460 1.5 78.5

        単 独 事 業 55,210,328 3.9 46,388,800 617,403 47,006,203 3.2 85.1

 公    共 13,322,568 1.0 11,780,720 11,780,720 0.8 88.4

 そ の 他 41,887,760 3.0 34,608,080 617,403 35,225,483 2.4 84.1

3,035,025 0.2 4,632,670 75,364 4,708,034 0.3 155.1

29,503,982 2.1 22,758,851 810,864 23,569,715 1.6 79.9

129,603,583 9.3 108,370,500 10,500 108,381,000 7.3 83.6

117,692,021 8.4 101,634,825 101,634,825 6.9 86.4

9,867,278 0.7 5,135,226 5,135,226 0.3 52.0

600,000 0.0 250,000 10,500 260,500 0.0 43.4

1,444,284 0.1 1,350,449 1,350,449 0.1 93.5

392,221,517 28.0 315,555,263 4,036,008 319,591,271 21.6 81.5

246,992,124 17.7 263,759,706 263,759,706 17.8 106.8

4,746,955 0.3 3,426,538 3,426,538 0.2 72.2

1,008,800 0.1 808,800 808,800 0.1 80.2

1,398,619,343 100.0 1,477,364,268 5,277,950 1,482,642,218 100.0 106.0

8,197,756 8,144,247 8,144,247 99.3

1,406,817,099 1,485,508,515 5,277,950 1,490,786,465 106.0

※構成比については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

 7  出    資    金

 8  補  助  費  等

平成２９年度 平   成　　３０　　年   度

     小 計 （1～8）

 9  普通建設事業費

補 助 事 業

項             目

 1  人    件    費

 2  物    件    費

 3  維 持 補 修 費

 4  扶    助    費

 5  貸    付    金

 6  積    立    金

補 助 事 業

単 独 事 業

歳   出   合   計

 14  予    備    費

 15  減価償却費  等

平 成 ３０ 年 度　性 質 別 歳 出 一 覧 表 （ 総　会　計 ・ 純　計 ） 

受 託 事 業

国直轄事業

10  災害復旧事業費

総             計

単 独 事 業

受 託 事 業

国直轄事業

補 助 事 業

単 独 事 業

11  失業対策事業費

     小 計（9～11）

 12  公    債    費

 13  繰    出    金
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（単位:千円,％）

区

９月現計額 構成比 現計予算額 ９月補正額 計 構成比 Ｂ／Ａ

分 Ａ （ 第 １ 号 ） Ｂ

議 会 費 1,665,983 0.1 1,693,517 1,693,517 0.2 101.7

総 務 費 47,110,929 3.8 39,554,322 233,889 39,788,211 3.5 84.5

一 民 生 費 147,714,507 12.0 137,453,736 50,312 137,504,048 12.2 93.1

衛 生 費 45,382,575 3.7 34,563,323 842,195 35,405,518 3.2 78.0

労 働 費 5,773,963 0.5 3,925,914 3,925,914 0.3 68.0

般 農 林 水 産 業 費 86,041,314 7.0 76,955,106 1,082,531 78,037,637 6.9 90.7

商 工 費 141,067,186 11.4 125,999,877 547,350 126,547,227 11.2 89.7

土 木 費 154,029,061 12.5 119,937,953 2,418,203 122,356,156 10.9 79.4

会 警 察 費 51,188,986 4.1 54,414,576 918 54,415,494 4.8 106.3

教 育 費 183,738,942 14.9 179,208,453 1,399 179,209,852 15.9 97.5

災 害 復 旧 費 128,292,783 10.4 107,751,350 10,500 107,761,850 9.6 84.0

計 公 債 費 110,464,570 8.9 112,961,979 112,961,979 10.0 102.3

諸 支 出 金 132,148,040 10.7 125,390,130 125,390,130 11.1 94.9

予 備 費 1,000,000 0.1 800,000 800,000 0.1 80.0

計 1,235,618,839 100.0 1,120,610,236 5,187,297 1,125,797,533 100.0 91.1

そ 特 別 会 計 236,892,681 448,227,070 95,507 448,322,577 189.3

の 準公営企業会計 17,835,193 15,843,275 15,843,275 88.8

他 公 営 企 業 会 計 28,075,125 26,914,474 26,914,474 95.9

1,518,421,838 1,611,595,055 5,282,804 1,616,877,859 106.5

1,406,817,099 1,485,508,515 5,277,950 1,490,786,465 106.0

※構成比については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

合 計

純 計

平 成 ２９ 年 度 平   成　　３０　　年   度

平 成 ３０ 年 度　歳 出 款 別 一 覧 表

款 別
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（単位:千円,％）

区

９月現計額 構成比 現計予算額 ９月補正額 計 構成比 Ｂ／Ａ

分 Ａ （ 第 １ 号 ） Ｂ

総 務 部 189,475,055 15.3 171,019,473 229,962 171,249,435 15.2 90.4

震災復興･企画部 7,789,458 0.6 7,701,616 7,701,616 0.7 98.9

環 境 生 活 部 11,750,164 1.0 11,687,845 12,147 11,699,992 1.0 99.6

保 健 福 祉 部 186,005,910 15.1 164,852,341 884,287 165,736,628 14.7 89.1

経済商工観光部 146,240,548 11.8 129,410,881 547,350 129,958,231 11.6 88.9

農 林 水 産 部 114,003,454 9.2 104,881,976 1,082,531 105,964,507 9.4 92.9

土 木 部 229,501,234 18.6 197,111,245 2,428,703 199,539,948 17.7 86.9

議会・出納・各種委 3,464,849 0.3 3,666,678 3,666,678 0.3 105.8

警 察 本 部 51,446,985 4.2 55,201,494 918 55,202,412 4.9 107.3

教 育 庁 184,476,612 14.9 161,314,708 1,399 161,316,107 14.3 87.4

公 債 費 110,464,570 8.9 112,961,979 112,961,979 10.0 102.3

予 備 費 1,000,000 0.1 800,000 800,000 0.1 80.0

計 1,235,618,839 100.0 1,120,610,236 5,187,297 1,125,797,533 100.0 91.1

そ 特 別 会 計 236,892,681 448,227,070 95,507 448,322,577 189.3

の 準公営企業会計 17,835,193 15,843,275 15,843,275 88.8

他 公 営 企 業 会 計 28,075,125 26,914,474 26,914,474 95.9

1,518,421,838 1,611,595,055 5,282,804 1,616,877,859 106.5

1,406,817,099 1,485,508,515 5,277,950 1,490,786,465 106.0

※構成比については，四捨五入のため積上げと計が一致しない場合がある。

合 計

純 計

一

般

会

計

平 成 ２９ 年 度 平   成　　３０　　年   度

平 成 ３０ 年 度　歳 出 部 局 別 一 覧 表

部　　局　　別
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１　東日本大震災関連

新規 担当部局
９月補正
(千円)

備　　　　考

総務部 226,123 復興地域づくりに必要な事業費等の積立

農林水産部 517,060 津波被害農地のほ場整備等

新 農林水産部 20,000 ホタテ小型貝養殖導入への助成

土木部 295,454 復興関連道路等

土木部 249,771 海岸保全施設の改良等

[373,000]

新 土木部 17,000 公共土木施設震災アーカイブの構築に向けた検討

土木部 23,230 石巻南浜津波復興祈念公園伝承施設展示物の検討

土木部 617,530 国直轄事業負担金

[58,000]

２　その他

新規 担当部局
９月補正
(千円)

備　　　　考

新 震災復興・企画部 [910,000] 県土地開発公社事業資金借入の債務保証

保健福祉部 415,257 在宅医療の体制整備や人材確保等に係る事業費の積立

保健福祉部 220,664 在宅医療の提供体制整備等への助成

保健福祉部 47,826 周産期･小児医療を支える医療従事者育成への助成等

保健福祉部 12,600 救急医療体制整備への助成

新 保健福祉部 3,500 受動喫煙防止対策の推進に向けた周知・広報等

保健福祉部 44,922 船形コロニーの建替

[3,400,000]

保健福祉部 9,869 糖尿病性腎症重症化予防の促進等

新 経済商工観光部 3,350 ベンチャー企業等への助成

経済商工観光部 540,000 放射光施設整備のための土地造成等への助成

[2,460,000]

新 経済商工観光部 4,000 観光振興財源検討会議の開催等

農林水産部 52,200 中山間地域の施設整備への助成

農林水産部 435,610 松岩漁港における施設の長寿命化対策等

土木部 189,000 平成27年9月関東・東北豪雨被災の再度災害防止対策

土木部 324,790 川内沢ダム

警察本部 [111,000] 駐車監視員による放置車両確認事務委託

教育庁 143 仙台南部地区における特別支援学校の整備

[211,000]

新 総務部ほか 20,462 被災地への応援職員等派遣経費

地域医療介護総合確保基金造成費

平成３０年度９月補正予算（第１号）案の主要項目

事業等の名称

東日本大震災復興交付金基金造成費

放射光施設設置推進費

農山漁村地域復興基盤総合整備費
（公共事業）

復興関連道路整備費（公共事業）

海岸保全復興費（公共事業）

［債務負担行為］

震災アーカイブ構築費

都市公園事業費（公共事業）

港湾事業費

事業等の名称

ホタテ小型貝育成支援緊急対策費

［債務負担行為］

大和リサーチパーク北工業用地整備
費［債務負担行為］

観光振興財源検討費

中山間地域所得向上対策費

ダム建設費（公共事業）

平成３０年７月豪雨被災地への応援
職員等派遣費

漁港施設機能増進費（公共事業）

［債務負担行為］

災害に強い川づくり緊急対策費（公
共事業）

在宅医療提供体制整備費

周産期･小児医療従事者確保･育成支
援費

違法駐車対策費
［債務負担行為］

県立学校施設整備費

国民健康保険事業費（特別会計）

障害者支援施設整備費

［債務負担行為］

ものづくり産業起業家等育成支援費

救急医療体制整備費

［債務負担行為］

受動喫煙防止対策推進費
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第３６５回宮城県議会（定例会）提出予定議案一覧 

Ⅰ 予算議案（４件） 

（１） 議第 190 号議案

（２） 議第 191 号議案

（３） 議第 192 号議案

（４） 議第 193 号議案

平成 30年度 宮 城 県 一 般 会 計 補 正 予 算                     

 宮城県国民健康保険特別会計補正予算                     平成 30年度 

平成 30年度 宮城県中小企業高度化資金特別会計補正予算                     

宮城県港湾整備事業特別会計補正予算                     平成 30年度 
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Ⅱ 予算外議案（３２件） 

１ 条例議案（６件） 

（１） 議第 194 号議案

（２） 議第 195 号議案

介護医療院の人員，施設及び設備並びに運営に関する基 

準を定める条例 

○主な内容

施設に配置すべき職種，必要な設備等に関する基準

職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

○主な内容

教員特殊業務手当の支給額の見直し

も介護医療院の人員，施設及び設備並びに運営に関する基準に

ついて，介護保険法に基づき，必要な事項を定めようとするも

の 

ああ施行あ公布の日 

ああ所管あ長寿社会政策課 

も職員の特殊勤務手当の額を改定するため，所要の改正を行お

うとするもの 

もも施行も平成３０年１１月１日 

もも所管も人事課 
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（３） 議第 196 号議案

（４） 議第 197 号議案

手 数 料 条 例 の 一 部 を 改 正 す る 条 例 

○主な内容

あ住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅事業の登録及び登録事項の変更

に係る手数料の廃止

地方活力向上地域における県税の特例に関する条例の一 

部を改正する条例 

○主な内容

１ 移転型事業に係る不動産取得税の不均一課税を課税免除に改め

あある 

２ 条例名を「地方活力向上地域における県税の課税免除等に関す

あある条例」へ変更 

○適用 平成３０年６月１日

も住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法

律施行規則の改正に伴い，所要の改正を行おうとするもの 

もも施行も公布の日 

もも所管も財政課 

も地域再生法の改正に伴い，所要の改正を行おうとするもの 

ああ施行あ公布の日 

ああ所管あ税務課 
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（５） 議第 198 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６） 議第 199 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県議会議員及び知事の選挙における選挙運動の公費負担 

に関する条例の一部を改正する条例 
 

 

○主な内容 

県議会議員の選挙における候補者の選挙運動のために使用するビラ

の作成費を公費負担するもの 

養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条 

例の一部を改正する条例 
 

○主な内容 

１サテライト型養護老人ホームを設置することのできる本体施設に養

護老人ホームを追加 

も公職選挙法の改正に伴い，所要の改正を行おうとするもの 

ああ施行あ平成３１年３月１日 

ああ所管あ市町村課 

も養護老人ホームの設備及び運営に関する基準の改正に伴い，

所要の改正を行おうとするもの 

ああ施行あ公布の日 

ああ所管あ長寿社会政策課 
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２ 条例外議案（２６件） 

（１） 議第 200 号議案

（２） 議第 201 号議案

市 の 境 界 変 更 に つ い て （ 仙 台 市 と 名 取 市 ） 

○編 入 区 域も仙台市に編入も名取市小塚原字北中塚４の２外

もも も も もも名取市に編入も仙台市太白区四郎丸字昭和上７２の２

もも も も ももももももももも外

○人口の異動もなし

○面積の異動も仙台市に編入する面積も 27,066.10㎡

もも も も もも名取市に編入する面積も 27,066.10㎡

市町の境界変更について（石巻市と美里町 ） 

○編 入 区 域も石巻市に編入も遠田郡美里町木間塚字馬場崎１外

もも も も もも美里町に編入も石巻市北村字朝日前８１の４外

○人口の異動もなし

○面積の異動も石巻市に編入する面積も 169,861.08㎡

もも も も もも美里町に編入する面積も 169,861.08㎡

も市の境界変更について，地方自治法の定めるところにより，

議会の議決を受けようとするもの 

もも所管も市町村課 

も市町の境界変更について，地方自治法の定めるところにより,

議会の議決を受けようとするもの 

もも所管も市町村課 
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（３） 議第 202 号議案

（４） 議第 203 号議案

市町の境界変更について（東松島市と美里町） 

○編 入 区 域も東松島市に編入も遠田郡美里町二郷字雁股沢１０外

もも も も もも美里町に編入も東松島市大塩字裏谷地１の１外

○人口の異動もなし

○面積の異動も東松島市に編入する面積も 88,688.79㎡

もも も も もも美里町に編入する面積も 88,688.79㎡

市町の境界変更について（大崎市と美里町 ） 

○編 入 区 域も大崎市に編入も遠田郡美里町北浦字上田１外

もも も も もも美里町に編入も大崎市古川桑針字大江向１０３の３外

○人口の異動もなし

○面積の異動も大崎市に編入する面積も 89,215.47㎡

もも も も もも美里町に編入する面積も 89,215.47㎡

も市町の境界変更について，地方自治法の定めるところにより,

議会の議決を受けようとするもの 

もも所管も市町村課 

も市町の境界変更について，地方自治法の定めるところにより,

議会の議決を受けようとするもの 

もも所管も市町村課 
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（５） 議第 204 号議案

（６） 議第 205 号議案

再生可能エネルギー等の導入促進及び省エネルギーの促 

進に関する基本的な計画の変更について 

○計画の内容

○１あ計画の目的等

○２あ現状と課題

あ３あ基本方針と目標

あ４あ目標達成に向けた県の施策

あ５あ各主体の役割と連携・協働

あ６あ計画の推進体制・進行管理

財産の取得について（広域・圏域防災拠点運営用資機材

一式） 

○取得しようとする財産 広域・圏域防災拠点運営用資機材一式

○取 得 金 額 228,895,200円 

○取 得 の 相 手 方 株式会社赤尾

も再生可能エネルギー等の導入促進及び省エネルギーの促進に

関する基本的な計画を変更することについて，宮城県再生可能

エネルギー等・省エネルギー促進条例の定めるところにより，

議会の議決を受けようとするもの 

もも所管も再生可能エネルギー室 

も広域・圏域防災拠点運営用資機材一式を取得することについ

て，地方自治法の定めるところにより，議会の議決を受けよう

とするもの 

もも所管も危機対策課 

もも所管も税務課
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（７） 議第 206 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８） 議第 207 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

財産の取得について（情報通信機器（タブレット端末等）

一式） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○取得しようとする財産 情報通信機器（タブレット端末等）一式 

○取 得 金 額 191,152,548円 

○取 得 の 相 手 方 株式会社日立システムズ 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

財産の取得について（操船シミュレータ一式） 

○取得しようとする財産 操船シミュレータ一式 

○取 得 金 額 113,400,000円 

○取 得 の 相 手 方 大野電装株式会社 

 

も情報通信機器（タブレット端末等）一式を取得することにつ

いて，地方自治法の定めるところにより，議会の議決を受けよ

うとするもの 

の議所管受教育企画室 

もも所管も税務課 

も操船シミュレータ一式を取得することについて，地方自治法

の定めるところにより，議会の議決を受けようとするもの 

もも所管も高校教育課 

 

もも所管も税務課 
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（９） 議第 208 号議案

（10） 議第 209 号議案

工事請負契約の締結について（漁業取締船建造工事） 

○工事内容あ総トン数 61トン型，全長 28.60ｍ，幅 5.50ｍ

○工ああ期あ議決の日の翌日～平成３１年１２月３１日

あ 

☆ 

● 請 負 金 額 あ837,000,000円

● 契約の相手方 あ 三菱造船株式会社

ああ所管あ水産業振興課 

工事請負契約の締結について（浦の浜漁港防潮堤等災害 

復旧工事） 

●請 負 金 額 あ766,800,000円

wa契約の相手方 あ 株式会社小野良組 

ああ所管あ漁港復興推進室 

○施工地名○気仙沼市田尻地内

○工事内容○復旧延長 Ｌ＝503.8ｍ

防潮堤工 Ｌ＝240.8ｍ 

 道路工 Ｌ＝263.0ｍ 

○工  期○議決の日の翌日～平成３２年３月２５日 
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（11） 議第 210 号議案

（12） 議第 211 号議案

工事請負契約の締結について（一般県道石巻雄勝線真野 

道路改築工事） 

● 請 負 金 額 あ956,880,000円

● 契約の相手方 あ 株式会社橋本店

ああ所管あ道路課 

○施工地名あ石巻市真野地内

○工事内容あ施工延長あＬ＝1,592.8ｍ

ああああああ 擁壁工あＡ＝6,233㎡

路盤工 Ａ＝19,420㎡ 

表層工 Ａ＝9,820㎡ 

○工ああ期あ議決の日の翌日～平成３３年３月２６日

工事請負契約の締結について（石巻市道湊町四丁目門脇 

町五丁目線鎮守大橋（仮称）新設（下部工）工事（その 

３）） 

あ請 負 金 額 あ478,332,000円 

あ契約の相手方あ株式会社丸本組 

ああ所管あ道路課 

○施工地名あ石巻市川口町地内外

○工事内容あ橋梁下
りよう

部工 Ｎ＝4基

ああああああ地盤改良工あＮ＝464本

○工ああ期あ議決の日の翌日～平成３１年１０月３１日
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（13） 議第 212 号議案 

 

 

 

 

 

 
 

 

（14） 議第 213 号議案 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

方 式あ※ 

工事請負契約の締結について（東名地区海岸護岸等災害 

復旧工事（その７）） 

●請 負 金 額 あ 675,756,000円 

●契約の相手方 あ 奥田建設株式会社 

● ●所管あ河川課 

○施工地名あ東松島市野蒜地内 

○工事内容あ復旧延長 Ｌ＝251.0ｍ 

堤体盛土工 Ｖ＝36,800㎥  

       法面被覆工 Ａ＝7,120㎡ 

       根固工 Ａ＝1,720㎡ 

道路工 Ｖ＝9,900㎥   

○工ああ期あ議決の日の翌日～平成３３年１月２９日 

工事請負契約の締結について（西沢川護岸等改良工事） 

 

 

 
a請 負 金 額 あ 723,600,000円 

a契約の相手方 あ株式会社山内組 

●●所管あ河川課 

○施工地名あ石巻市北上町長尾地内 

○工事内容あ施工延長 Ｌ＝1,607.0ｍ 

       築堤盛土工 Ｖ＝21,470㎥  

       法覆護岸工 Ａ＝11,687㎡ 

       排水樋管あＮ＝1基  

       橋梁下
りよう

部工 Ｎ＝4基 

○工ああ期あ議決の日の翌日～平成３２年１２月２１日 
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（15） 議第 214 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（16） 議第 215 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

工事請負契約の締結について（中島川等護岸等災害復旧 

工事（その２）） 

●請 負 金 額 あ 1,023,948,000円 

●契約の相手方 あ 株式会社アルファー建設 

●●所管あ河川課 

○施工地名あ石巻市中島地内 

○工事内容あ復旧延長 Ｌ＝4,580.3ｍ 

ああああああ 築堤盛土工 Ｖ＝20,800㎥  

       法覆護岸工 Ａ＝18,832㎡  

○工ああ期あ議決の日の翌日～平成３２年３月３０日 

 

工事請負契約の締結について（加茂川護岸等改良工事） 

 

 

 ●請 負 金 額 あ 691,200,000円 

●契約の相手方 あ 奥田建設株式会社 

●●所管あ河川課 

○施工地名あ石巻市福地地内 

○工事内容あ施工延長 Ｌ＝609.8ｍ 

ああああああ 築堤盛土工 Ｖ＝19,900㎥  

       法覆護岸工 Ａ＝4,444㎡  

       樋門工 Ｎ＝2基 

中橋梁下
りよう

部工 Ｎ＝1基 外 

○工ああ期あ議決の日の翌日～平成３２年１２月２１日 
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（17） 議第 216 号議案 

 

 

 
 

 

 

 

 

（18） 議第 217 号議案 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

工事請負契約の締結について（大原川護岸等災害復旧工 

事（その２）） 

●請 負 金 額 あ 745,405,200円 

●契約の相手方 あ 久我建設株式会社 

●●所管あ河川課 

○施工地名あ石巻市雄勝町雄勝地内 

○工事内容あ復旧延長 Ｌ＝433.9ｍ 

ああああああ 築堤盛土工 Ｖ＝23,350㎥  

       法覆護岸工 Ａ＝9,954㎡  

       旧橋撤去工 一式 外 

○工ああ期あ議決の日の翌日～平成３２年３月３０日 

 

 

工事請負契約の締結について（仙台塩 港石巻港区防潮 

堤建設工事（その１６）） 

●請 負 金 額 あ 713,880,000円 

●契約の相手方 あ 株式会社丸本組 

●●所管あ港湾課 

○施工地名あ石巻市三河町地内 

○工事内容あ施工延長 Ｌ＝180.0ｍ 

       防潮堤工 Ｌ＝180.0ｍ 

○工ああ期あ議決の日の翌日～平成３１年１２月２８日 
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（19） 議第 218 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

（20） 議第 219 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

工事請負契約の締結について（都市計画道路矢本門脇線 

新定川大橋（仮称）新設（上部工）工事） 

●請 負 金 額 あ 1,124,280,000円 

●契約の相手方 あ 株式会社横河ブリッジ 

●●所管あ都市計画課 

○施工地名あ東松島市大曲地内外 

○工事内容あ橋梁上
りよう

部工 Ｌ＝192.0ｍ 

○工ああ期あ議決の日の翌日～平成３２年１１月３０日 

             

       

 

 
 

 

 

 

 

 

工事請負変更契約の締結について（鹿折川護岸等災害復 

旧工事（その２）） 

●請 負 金 額 あ 9,392,475,960円 → 9,083,011,680円 

●契約の相手方 あ 三井住友建設株式会社 

●●所管あ河川課 

○議 決 日あ平成２６年７月３日あ議第２２１号議案 

○第一回変更あ平成２６年９月１７日提出あ報告第２４７号 

○第二回変更あ平成２８年２月１７日あ議第１１０号議案 

○第三回変更あ平成２９年２月２０日あ議第７９号議案 

○第四回変更あ平成３０年２月１６日あ議第９８号議案 

○変更の理由 あ 施工内容の変更による請負金額の変更 
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（21） 議第 220 号議案 

 

 

 

 

 

 

（22） 議第 221 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

 

あ請 負 金 額 あ 1,189,157,760円 → 1,385,825,760円 

●契約の相手方 春山建設株式会社 

●●所管あ河川課 

工事請負変更契約の締結について（南貞山運河護岸等災 

害復旧工事（その６）） 
 

 

○議 決 日 あ平成２７年２月１８日あ議第６８号議案 

○第一回変更 あ 平成２７年６月１５日提出あ報告第１６８号 

○第二回変更 あ 平成２９年９月１日提出あ報告第１８４号 

○第三回変更あ平成２９年１１月２４日提出あ報告第２２２号 

○第四回変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第６７号 

○変更の理由 あ 施工内容の変更による請負金額の変更 
 

工事請負変更契約の締結について（南北上運河等護岸等 

災害復旧工事（その２）） 
 

 

 

あ請 負 金 額 あ 2,481,323,760円 → 2,532,303,000円 

●契約の相手方 あ 斎藤工務店・青木あすなろ建設復旧・復興 

●契約の相手方 あ 建設工事共同企業体 

●●所管あ河川課 

○議 決 日あ平成２７年１０月５日あ議第２５９号議案 

○第一回変更あ平成２７年１１月３０日提出あ報告第２９１号 

○第二回変更あ平成２９年９月４日あ議第１９９号議案 

○変更の理由 あ 施工内容の変更による請負金額の変更 
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（23） 議第 222 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

（24） 議第 223 号議案 

 

 

 

 

 

 

  

工事請負変更契約の締結について（谷川地区海岸護岸等 

災害復旧工事） 
 

 

あ請 負 金 額 あ 429,289,200円 → 574,173,360円 

●契約の相手方 あ 日神建設株式会社 

●●所管あ河川課 

○施 工 地 名 あ 石巻市谷川浜地内 

○工 事 内 容 あ 復旧延長 Ｌ＝321.4ｍ 

○工 事 内 容 あ  あ 築堤盛土工 Ｖ＝30,700㎥ 外 

○変更の理由 あ 施工内容の変更等による請負金額の変更 

 
 

 

 

工事請負変更契約の締結について（仙台塩 港塩 港区 

防潮堤等災害復旧工事（その２）） 
 

あ請 負 金 額 あ 884,589,120円 → 931,608,000円 

●契約の相手方 あ 東華建設株式会社 

●●所管あ港湾課 

○議 決 日あ平成２７年１２月１８日あ議第３４２号議案 

○第一回変更あ平成２８年１１月２５日提出あ報告第３２８号 

○第二回変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第１００号 

○変更の理由 あ 施工内容の変更による請負金額の変更 
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（25） 議第 224 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

（26） 議第 225 号議案 

 

 

 

 

 

 

 

  

工事請負変更契約の締結について（仙台塩 港塩 港区 

船揚場等災害復旧及び防潮堤建設工事） 
 

 

あ請 負 金 額 あ 648,694,440円 → 669,946,680円 

●契約の相手方 あ 寺嶋・三共復旧・復興建設工事共同企業体 

●●所管あ港湾課 

○議 決 日 あ 平成２８年２月１７日あ議第９３号議案 

○第一回変更 あ 平成２８年６月１５日提出あ報告第２０５号 

○第二回変更 あ 平成２９年２月２７日提出あ報告第９１号 

○第三回変更 あ 平成３０年２月２３日提出あ報告第１０３号 

○変更の理由 あ 施工内容の変更による請負金額の変更 

工事請負変更契約の締結について（仙台塩 港石巻港区 

海岸離岸堤災害復旧工事（その２）） 
 

 

 

あ請 負 金 額 あ 1,125,301,680円 → 1,038,211,560円 

●契約の相手方 あ 株式会社丸本組 

●●所管あ港湾課 

○議 決 日 あ 平成２９年７月６日あ議第１６２号議案 

○第一回変更 あ 平成２９年１１月２４日提出あ報告第２３６号 

○第二回変更 あ 平成３０年２月２３日提出あ報告第１０８号 

○変更の理由 あ 施工内容の変更による請負金額の変更 
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Ⅲ 報告（２７件） 

 

（１） 報告第 153 号 

 

 

 

 

 

 
 

 

（２） 報告第 154 号 

 

 

 

  

専決処分の報告について（気仙沼合同庁舎災害復旧及び 

新築工事の請負契約の変更） 
 

 

あ請 負 金 額 あ 2,457,285,120円 → 2,462,400,000円 

あ契約の相手方あ青木あすなろ・仙建工業・豊和特定建設工 

あ契約の相手方あ事共同企業体 

○議 決 日あ平成２８年２月１７日あ議第６０号議案 

○一回目変更あ平成２８年６月１５日提出あ報告第１４９号 

○二回目変更あ平成２９年２月２７日提出あ報告第３号 

○三回目変更あ平成２９年９月１日提出あ報告第１６４号 

○四回目変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第４号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３０年８月２日 

専決処分の報告について（気仙沼漁港防潮堤災害復旧工 

事（その２）の請負契約の変更） 
 

 

 

 あ請 負 金 額 あ 976,412,880円 → 963,219,600円 

あ契約の相手方あ小野良組・沢木組復旧・復興建設工事共同 

あ契約の相手方あ企業体 

○議 決 日あ平成２８年２月１７日あ議第７７号議案 

○一回目変更あ平成２８年６月１５日提出あ報告第１７２号 

○二回目変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第２５号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３０年８月２日 
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（３） 報告第 155 号

（４） 報告第 156 号

専決処分の報告について（雄勝漁港防潮堤等災害復旧及 

び野積場補修工事の請負契約の変更） 

あ請 負 金 額 あ 1,487,288,520円 → 1,574,044,920円 

あ契約の相手方あ久我建設株式会社 

○議 決 日あ平成２９年３月１６日あ議第１２７号議案

○一回目変更あ平成２９年６月１６日提出あ報告第１２９号

○二回目変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第３３号

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更

○専決処分日あ平成３０年８月２日

専決処分の報告について（主要地方道岩沼蔵王線姥ヶ懐 

トンネル（仮称）工事の請負契約の変更）

あ請 負 金 額 あ 4,096,935,720円 → 4,332,253,680円 

あ契約の相手方あ安藤ハザマ・橋本店・上の組特定建設工事 

● 契 約 の 相あ共同企業体

○議 決 日あ平成２７年１２月１日あ議第３１６号議案

○一回目変更あ平成２８年２月２４日提出あ報告第６２号

○二回目変更あ平成２９年２月２７日提出あ報告第３７号

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更

○専決処分日あ平成３０年８月２０日
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（５） 報告第 157 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６） 報告第 158 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

専決処分の報告について（一般県道石巻女川線浦宿橋（仮 

称）新設（下部工）工事の請負契約の変更） 
 

 

 

請 負 金 額 あ 1,691,585,640円 → 1,691,041,320円 

契約の相手方 あ 東日本コンクリート・大豊建設復旧・復興 

契約の相手方 あ 建設工事共同企業体 

○議 決 日あ平成２８年９月１５日あ議第２３７号議案 

○一回目変更あ平成２８年１１月２５日提出あ報告第３０５号 

○二回目変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第４４号 

○三回目変更あ平成３０年６月１８日提出あ報告第１２８号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３０年８月２０日 

 

専決処分の報告について（一般国道３９８号内海橋（仮 

称）災害復旧工事（その３）の請負契約の変更） 
 

 

 

 あ請 負 金 額 あ 1,674,454,680円 → 1,813,472,280円 

あ契約の相手方あＪＦＥエンジニアリング株式会社 

○議 決 日あ平成２８年１１月２８日あ議第３０９号議案 

○一回目変更あ平成２９年２月２７日提出あ報告第３９号 

○二回目変更あ平成２９年１１月２４日提出あ報告第２０８号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３０年８月１０日 
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（７） 報告第 159 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８） 報告第 160 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

専決処分の報告について（一般県道 谷大須雄勝線尾の 

崎橋災害復旧工事の請負契約の変更） 
 

 

あ請 負 金 額 あ1,794,472,920円 → 1,822,923,360円 

あ契約の相手方あファインテック・大豊建設復旧・復興建設 

あ契約の相手方あ工事共同企業体 

 

○議 決 日あ平成２９年２月２０日あ議第５３号議案 

○一回目変更あ平成２９年６月１６日提出あ報告第１３９号 

○二回目変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第４５号 

○変更の理由あインフレスライドによる請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３０年８月６日 

専決処分の報告について（一般国道３９８号西内海橋災 

害復旧工事の請負契約の変更） 
 

 

  

 請 負 金 額 あ 691,588,800円 → 810,516,240円 

契約の相手方あ株式会社エム・テック 

○議 決 日あ平成３０年２月１６日あ議第７１号議案 

○変 更 日あ平成３０年６月１８日提出あ報告第１３０号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３０年８月２日 

- 37 -



 

 

（９） 報告第 161 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（10） 報告第 162 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

専決処分の報告について（主要地方道塩 亘理線亘理大 

橋橋梁耐
りよう

震補強（下部工）工事（その４）の請負契約の 

変更） 
 

 

 

 

 

 
あ請 負 金 額 あ 714,960,000円 → 717,113,520円 

あ契約の相手方あ奥田建設株式会社 

○議 決 日あ平成３０年６月１９日あ議第１７１号議案 

○変更の理由あ設計単価の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３０年８月２０日 

 

あ請 負 金 額 あ 5,216,458,320円 → 5,171,355,360円 

あ契約の相手方あ五洋・みらい・小野良特定建設工事共同企 

あ契約の相手方あ業体 

専決処分の報告について（最知地区海岸等堤防等災害復 

旧工事の請負契約の変更） 
 

 

 

○議 決 日あ平成２６年７月３日あ議第２１９号議案 

○一回目変更あ平成２６年９月１７日提出あ報告第２４５号 

○二回目変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第４９号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３０年８月３日 
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（11） 報告第 163 号

（12） 報告第 164 号

専決処分の報告について（長清水川護岸等災害復旧工事 

の請負契約の変更） 

あ請 負 金 額 あ1,409,806,080円 → 1,412,780,400円 

あ契約の相手方あ株式会社佐々木建設 

○議 決 日あ平成２６年９月１８日あ議第２７６号議案

○一回目変更あ平成２６年１１月２６日提出あ報告第３２１号

○二回目変更あ平成２８年１１月２５日提出あ報告第３１２号

○三回目変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第５２号

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更

○専決処分日あ平成３０年８月３日

専決処分の報告について（面瀬川等堤防等災害復旧工事 

の請負契約の変更） 

あ請 負 金 額 あ5,678,611,920円 → 5,523,635,160円 

あ契約の相手方 あ 五洋・徳倉・東北リアライズ特定建設工事 

 あ 契約の相手方 あ 共同企業体 

○議 決 日あ平成２６年１２月１６日あ議第４１２号議案

○一回目変更あ平成２７年２月２５日提出あ報告第７６号

○二回目変更あ平成２８年６月１５日提出あ報告第１９１号

○三回目変更あ平成２８年１１月２５日提出あ報告第３２０号

○四回目変更あ平成２９年２月２７日提出あ報告第６０号

○五回目変更あ平成２９年９月１日提出あ報告第１８１号

○六回目変更あ平成２９年１１月２４日提出あ報告第２１９号

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更

○専決処分日あ平成３０年７月３１日
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（13） 報告第 165 号 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

（14） 報告第 166 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

専決処分の報告について（津谷川護岸等災害復旧工事（そ 

の２）の請負契約の変更） 
 

 

 

あ請 負 金 額 あ 1,232,066,160円 → 1,266,906,960円 

あ契約の相手方あ野口建設株式会社 

○議 決 日あ平成２７年３月１８日あ議第１６１号議案 

○一回目変更あ平成２７年６月１５日提出あ報告第１７３号 

○二回目変更あ平成２８年９月１４日提出あ報告第２６５号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３０年８月３日 

 

専決処分の報告について（淀川護岸等災害復旧工事の請 

負契約の変更） 
 

 

 

あ請 負 金 額 あ 1,170,089,280円 → 1,235,621,520円 

あ契約の相手方あ株式会社森本組 

○議 決 日あ平成２７年３月１８日あ議第１６３号議案 

○一回目変更あ平成２７年６月１５日提出あ報告第１７５号 

○二回目変更あ平成２８年９月１４日提出あ報告第２６７号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３０年８月１０日 
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（15） 報告第 167 号 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

（16） 報告第 168 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

専決処分の報告について（浦戸地区海岸護岸等災害復旧 

工事の請負契約の変更） 
 

 

  

あ請 負 金 額 あ 1,371,752,280円 → 1,548,600,120円 

契約の相手方 あ 東洋建設株式会社 

○議 決 日あ平成２７年９月４日あ議第２４０号議案 

○一回目変更あ平成２７年１１月３０日提出あ報告第２８７号 

○二回目変更あ平成２９年１１月２４日提出あ報告第２２７号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３０年８月２日 

専決処分の報告について（女川護岸等災害復旧工事の請 

負契約の変更） 
 

 

 

あ請 負 金 額 あ 781,780,680円 → 806,949,000円 

あ契約の相手方あ日鋪建設株式会社 

○議 決 日あ平成２７年１２月１８日あ議第３４０号議案 

○一回目変更あ平成２８年２月２４日提出あ報告第１０９号 

○二回目変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第７９号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３０年８月１０日 
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（17） 報告第 169 号 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

（18） 報告第 170 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

専決処分の報告について（花渕浜地区海岸護岸等災害復 

旧工事の請負契約の変更） 
 

 

あ請 負 金 額 あ 646,329,240円 → 685,315,080円 

あ契約の相手方あ東北重機工事株式会社 

○議 決 日あ平成２８年２月１７日あ議第８６号議案 

○変 更 日あ平成２８年６月１５日提出あ報告第１９４号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３０年７月３１日 

 

専決処分の報告について（南貞山運河護岸等災害復旧工 

事（その７）の請負契約の変更） 
 

 

あ請 負 金 額 あ 3,362,092,920円 → 3,297,803,760円 

 あ 契約の相手方 あ 前田・春山・ワタケン特定建設工事共同企 

 あ 契約の相手方 あ 業体 

○議 決 日あ平成２８年２月１７日あ議第８８号議案 

○一回目変更あ平成２８年６月１５日提出あ報告第１９６号 

○二回目変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第８２号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３０年８月６日 
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（19） 報告第 171 号 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

（20） 報告第 172 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

専決処分の報告について（皿貝川等護岸等災害復旧工事 

の請負契約の変更） 
 

 

あ請 負 金 額 あ 1,063,544,040円 → 1,215,150,120円 

あ契約の相手方あ㈱武山興業・佐田建設㈱復旧・復興建設工 

あ契約の相手方あ事共同企業体 

 

○議 決 日あ平成２８年１１月２８日あ議第３１１号議案 

○変 更 日あ平成２９年２月２７日提出あ報告第７６号 

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３０年８月１０日 

 

専決処分の報告について（沖ノ田川護岸等災害復旧工事 

（その３）の請負契約の変更） 
 

 

あ請 負 金 額 あ 909,684,000円 → 911,678,760円 

あ契約の相手方あ青木あすなろ建設株式会社 

○議 決 日あ平成３０年２月１６日あ議第８３号議案 

○変更の理由あ設計単価の変更による請負金額の変更 

○専決処分日あ平成３０年８月３日 
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（21） 報告第 173 号

（22） 報告第 174 号

専決処分の報告について（七北田川護岸等災害復旧工事 

（その８）の請負契約の変更） 

あ請 負 金 額 あ 1,015,200,000円 → 1,109,804,760円 

あ契約の相手方あ株式会社橋本店 

○議 決 日あ平成３０年２月１６日あ議第８４号議案

○変更の理由あ施工内容の変更等による請負金額の変更

○専決処分日あ平成３０年８月３日

専決処分の報告について（仙台塩 港塩 港区護岸等災 

害復旧工事の請負契約の変更） 

あ請 負 金 額 あ 1,188,204,120円 → 1,176,263,640円 

あ契約の相手方あ若築建設株式会社 

○議 決 日あ平成２７年１０月５日あ議第２６０号議案

○一回目変更あ平成２８年２月２４日提出あ報告第１２７号

○二回目変更あ平成２９年２月２７日提出あ報告第８８号

○三回目変更あ平成３０年２月２３日提出あ報告第９９号

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更

○専決処分日あ平成３０年８月１３日
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（23） 報告第 175 号

（24） 報告第 176 号

専決処分の報告について（仙台塩 港石巻港区防潮堤建 

設工事（その１３）の請負契約の変更） 

あ請 負 金 額 あ 662,693,400円 → 741,077,640円 

あ契約の相手方あ北日本機械株式会社 

○議 決 日あ平成２９年２月２０日あ議第６２号議案

○一回目変更あ平成２９年６月１６日提出あ報告第１５７号

○二回目変更あ平成３０年６月１８日提出あ報告第１４５号

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更

○専決処分日あ平成３０年８月１３日

専決処分の報告について（仙台塩 港塩 港区桟橋等災 

害復旧工事（その４）の請負契約の変更） 

あ請 負 金 額 あ 871,882,920円 → 998,845,560円 

あ契約の相手方ああおみ建設株式会社 

○議 決 日あ平成２９年２月２０日あ議第６３号議案

○一回目変更あ平成２９年６月１６日提出あ報告第１５８号

○二回目変更あ平成２９年１１月２４日提出あ報告第２３５号

○変更の理由あ施工内容の変更による請負金額の変更

○専決処分日あ平成３０年８月１３日
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（25） 報告第 177 号

（26） 報告第 178 号

専決処分の報告について（和解及び損害賠償の額の決定） 

○事故の状況

１ 件   数 あ １１件

２ 発   生 あ 平成３０年３月～平成３０年６月

３ 損 害 原 因 あ 県管理道路の損傷による事故等

４ 損害賠償額 あ 1,280,853 円

５ 専決処分日 あ 平成３０年７月１９日～平成３０年８月９日

専決処分の報告について（県営住宅等の明渡請求等に係 

る訴えの提起） 

○家賃等滞納者 １名

○訴え提起の日 平成３０年７月３０日

 和解及び損害賠償の額の決定について，それぞれ専決処分し 

たので報告するもの 

 長期にわたる県営住宅等の家賃等滞納者に対し住宅等の明渡 

し及び滞納家賃等の支払いを求める訴えを提起することについ 

て，それぞれ専決処分したので報告するもの 
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（27） 報告第 179 号 専決処分の報告について（交通事故に係る和解及び損害 

賠償の額の決定） 

交通事故に係る和解及び損害賠償の額の決定について，それ 

ぞれ専決処分したので報告するもの 

○事故の状況

１ 件   数 あ １２件

２ 発   生 あ 平成３０年１月～平成３０年６月

３ 損 害 内 容 あ 車両事故

４ 損害賠償額 あ 1,466,620 円

５ 専決処分日 あ 平成３０年７月３０日～平成３０年８月１６日
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